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──はじめに
現在の学校現場において、不登校はいじめや非行などと同様、重大な生徒指導
上の問題として取り上げられている。文部科学省は、不登校を、“何らかの心理
的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあ
るいはしたくともできない状態にあること（ただし、病気や経済的理由によるもの
を除く）”であるとしている。また、文部科学省（2013）によると、不登校児童・
生徒数は 2001 年度をピークに徐々にその数を減らしているが、2013 年度におい
ても、小学生で 20,000 人以上、中学生では 90,000 人以上が不登校状態にあると
されている。また、2013 年度の不登校児童・生徒数を学年別にみると、小学 4
年生（3,795 人）から小学 5年生（5,500 人）の間でおよそ 1,800 人増加し、小学 6
年生（6,920 人）から中学 1年生（21,194 人）の間でおよそ 14,000 人が増加して
いる。さらに中学 2年生や中学 3年生では 30,000 人を大きく超えている。
このような不登校児童・生徒に対しては、保健室登校・別室登校・放課後登校
のような登校スタイルでの対応や、スクールカウンセラーなどによる心理的サポ
ート、教育委員会が運営する教育支援センター（適応指導教室）や民間のフリー
スクールなどへの通室・通学などが行われており、一定の成果をあげている。一
方、どのような登校スタイルであっても学校に行くことができない児童・生徒や、
教育支援センターや民間フリースクールがもつ人的・物理的・経済的ハードルに
よって、通室・通学ができない児童・生徒も数多く存在する。
そのような不登校支援の現状の中、2013 年度より筆者を代表として、不登校
児童・生徒を対象とした適応支援室「いぐお～る」を週 1日、和光大学内に開室
し、活動を行っている。本稿では、まず適応支援室「いぐお～る」の活動の特徴
や内容を紹介し、次に、適応支援室「いぐお～る」開設の意義について論じる。
最後に、今後の継続的な運営に向けて、適応支援室「いぐお～る」が現在抱える
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研究プロジェクト：大学内における不登校支援の実践
大学内における不登校児童・生徒支援の実践と課題
適応支援室「いぐお～る」の1年から
髙坂康雅 所員／現代人間学部准教授
課題について述べる。
1──適応支援室「いぐお～る」の活動の特徴と内容
（1）活動の概要
適応支援室「いぐお～る」は、夏休みや年末年始を除き、毎週火曜日 9時 30
分から 15時 30分の 6時間、和光大学 C202 教室・C203 教室・C204 教室を利用
して開室している。C204 教室が中心的な活動の教室であり、通室生やスタッフ
は主にここで過ごしている。C203 教室は事務室であり、スタッフの打ち合わせ
や荷物置きに利用し、通室生が入ることはない。C202 教室は、個別面談の際に
利用している。また、通室生が勉強などで個別利用をしたいときにも使用してい
る。C202 教室には、トランプや UNOのようなカードゲーム、ボードゲーム、
ジグソーパズル、ドミノ、折り紙、ボール、バドミントンセットなど、様々な遊
具が置かれており、通室生は置かれている遊具の中から、自分が遊びたいものを
もって、C204 教室や屋外で遊ぶことができる。さらに、C202 教室には、箱庭が
置かれており、通室生に対して実施することがある。ただし、箱庭は治療目的で
はなく、通室生の現状把握やコミュニケーションのツールとして用いている。
適応支援室「いぐお～る」は、2013 年 4月より開室し、2014 年 3月時点で、
中学 2年生男子 2名と中学 3年生男子 1名（いずれも当時）が継続的に通室して
いた。2014 年 11 月時点では、中学 3年生男子 2名、中学 2年生女子 2名、小
学 5年生男子が 1名、小学 5年生女子 1名が、継続的に通室している。通室生
に対しては、大学生・大学院生などのスタッフが対応しており、2013 年度は、
大学院生 2名と一般アルバイト（和光大学現代人間学部卒業生）2名がスタッフと
して、2014 年度は、大学 4年生 3名、大学院生 2名、一般アルバイト（和光大
学大学院修了生）1名がスタッフとして、通室生と様々な活動をしている。適応支
援室「いぐお～る」では、メンター制を採用しており、1名の通室生に対して、
1名のスタッフが担当（メンター）として付き、勉強や遊び、食堂などでの食事、
大学生協での買い物など、すべての活動をともにしている。なお、筆者は、あま
り C204 教室には入らず、事務室（C203 教室）で待機し、スタッフが必要に応じ
て、指示を受けにくる形をとっている。
担当スタッフは、9時 30分に、和光大学 A棟 1階ロビーまで通室生を迎えに
行き、この時点で、保護者と通室生は離れることになる。その後、通室生は、
C204 教室を中心として、グラウンド、図書情報館など和光大学内で過ごす。15
時 30分になると、スタッフは通室生を A棟 1階ロビーまで送り、保護者に引き
渡して、1日が終了となる（通室生 1人で帰宅することもある）。
後述するが、適応支援室「いぐお～る」では、何かをしなければならないとい
うことを設定しないため、あまりイベント・行事は行っていない。数少ないイベ
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ントとして、1学期末（7月末）、2学期末（12月末）、3学期末（3月末）に、お好
み焼きパーティーや餃子パーティーなどのお食事会を行い、通室生とその保護者、
スタッフとで料理をしながら、関係を深めている。また、お食事会は、普段なか
なかゆっくりと会話のできない保護者と担当スタッフとの情報共有の機会にもな
っている。さらに、3学期末（3月末）のお食事会では、中学 3年生男子の卒業
式も行った。
適応支援室「いぐお～る」の広報は、和光大学ホームページ、筆者の blog、広
報まちだなどのメディアを用いている。また、年 2回（9月と 2月）「思春期・青
年期を考える講演会・シンポジウム」を企画し、小学校高学年から中学生の子を
もつ親をメインの対象とした講演会・シンポジウムを行い、適応支援室「いぐお
～る」についても紹介している。
（2）活動の特徴
適応支援室「いぐお～る」の活動の特徴は、「何も強制しない」ことである。
教育支援センターやフリースクールでは、一般的に「勉強をする時間」など、通
常の小・中学校における時間割に相当するものが存在する。しかし、不登校児
童・生徒は、勉強が苦手な子や心理的・情緒的・発達的に困難を抱えている子な
ど、多様な特徴をもっている。そのような子どもたちに対して、一律に「○○す
る時間」を設定することは、ふさわしくないと考える。また、教育支援センター
では、学校復帰・教室復帰を目指した働きかけが行われることも多い。「チャレ
ンジ・ウィーク」などという名称で、少しでも学校に近づいてみる、先生に会い
に行ってみるなど、学校復帰・教室復帰に向けた試みがなされている。このよう
な試みは、学校復帰・教室復帰の可能性が高まっている児童・生徒にとっては、
有効な機会であると考えるが、そうではない子にとっては、プレッシャーとなり、
結果として、教育支援センターに行くことを拒否するようになってしまう。
このような点から、適応支援室「いぐお～る」では、「○○する時間」のよう
な、通室生に対して一律に何かをすることを求めることはしていない。何をする
かは、通室生本人の意思に任せており、勉強でさえ、本人からの申し出がない限
り、行っていない。スタッフは、通室生に対して、「こんなのあるよ」、「これや
ってみない？」などと選択肢の提案は行うが、強制はしない。それらの提案に通
室生が拒否すれば、また別な選択肢を提案したり、通室生本人に何をしたいか尋
ねるようにしている。もちろん、自宅から通室生が遊具などを持参することも認
めている。これまでにも、タブレット型のパソコンや携帯電話・スマートフォン、
旅行先の写真やビデオ、映画の DVDなど、様々なものを通室生は持参してきて
いるが、これらを持参することも、拒否・否定はしない。適応支援室「いぐお～
る」でどのように過ごすかは、通室生の自由であるからである。
このように何でも認め、通室生の自由にすることに、どのような意味があるの
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かと疑問に思われることもある。適応支援室「いぐお～る」がこのように通室生
の意思・自由を重視するのは、適応支援室「いぐお～る」が通室生にとって、
“「行くことのできる場所/行きたい場所」として存在すること”に意味を見出し
ているからである。通室生の多くは、普段、ほとんど家を出ることがない。自宅
で、家族としか話をしない子も少なくない。なかには、教育支援センターや精神
科のような病院、スクールカウンセラーなどとの面談などに通ったことがある通
室生もいるが、長続きしない場合が多い。それは、そこが不登校児童・生徒にと
って「行くことのできる場所/行きたい場所」となっていないからである。子ど
もたちにとって、学校や家庭をはじめ、多くの場所が「○○しなければならない
場所」、「○○してはいけない場所」である。「○○しなければならない場所」と
しての学校に行かない代わりに行く教育支援センターなどが、やはり「○○しな
ければならない場所」であれば、そこに行かなくなるのは当然である。そして、
不登校児童・生徒が多くの時間を過ごす家庭でさえ、「○○しなければならない」、
「○○してはいけない」と言われることが多いのである。
適応支援室「いぐお～る」では、他者や物に危害を加える行為以外は、「○○
しなければならない」や「○○してはいけない」というルールが存在しない。そ
のため、勉強する通室生もいれば、しない通室生もおり、ずっとおしゃべりして
いたり、カードゲームをやっていたりする通室生も多い。時には、昼寝をしたり、
お菓子を食べていることもある。どのような活動であっても、スタッフはそれに
付き合い、一緒におしゃべりをし、一緒に遊び、一緒にお菓子を食べる。もちろ
ん、学校復帰・教室復帰を目指した働きかけもしない。結果として学校復帰・教
室復帰ができれば、それはそれでよいことであるが、学校復帰・教室復帰を目指
した時点で、通室生にプレッシャーを与え、通室生にとっての「行くことができ
る場所/行きたい場所」ではなくなってしまうからである。
不登校児童・生徒の多くは、身体的には健康であるが、何らかの理由で学校に
行けない、行こうとしない子である。そのように身体的に健康な子どもが、家族
以外の他者とほとんど関わらずにいることは、精神的健康や心理的発達にとって、
適当なことではない。どのような活動をするかは重大な問題ではなく、まずは自
宅の外に出て、人と関わることに意味があると考えており、そのため、適応支援
室「いぐお～る」は、ストレスやプレッシャーもなく「行くことができる場所/
行きたい場所」を目指すのである。
（3）スタッフの役割
前述のとおり、適応支援室「いぐお～る」では、メンター制をとっており、原
則的に、1人の通室生に対して、1人のスタッフが担当としてつくことになる。
スタッフの主な役割は、担当している通室生と一緒に活動することである。おし
ゃべりやゲーム、食事、大学入口までの送り迎えなど、基本的に、すべての活動
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をともにする。通室生の多くは、普段、自宅で家族としか会話をしていなかった
り、遊び相手も家族しかいなかったりするような状況におかれている。また、同
年齢のクラスメイトとの関わりに困難を抱えていたりする通室生もいる。実際、
通室前の事前面談でも、不登校になったきっかけとして、友人関係をあげる子ど
もは少なくない。そのような通室生にとって、スタッフは、一緒に遊んでくれ、
受容的に話をきいてくれる存在である。また、評価もせず、傷つけるようなこと
もしない。時折、「○○した方が良い」、「○○するのはやめようか」とアドバイ
スをくれる程度である。通室生にとってスタッフは、時に友達のようであり、時
に兄姉のようであり、時に先生のような存在である。笠原（1977）は、対人関係
は、親―子、教師―生徒のようなタテの関係、友人関係や恋人関係のようなヨコ
の関係に加え、きょうだいや部活の先輩、養護教諭・スクールカウンセラーのよ
うな、直接的な評価・強制力はもたないが、適度に依存することができ、助言と
近い将来のモデルを示してくれる存在であるナナメの関係に分けられると述べて
いる。適応支援室「いぐお～る」におけるスタッフも、通室生にとっては、ナナ
メの関係にある存在であるといえる。
そのような関係性であるため、通室生と担当スタッフの仲は、徐々に親密にな
っていく。カードゲームの UNOをやっているときに、通室生とスタッフが集ま
ってやろうとすると人数が多くなりすぎるということで、担当ペア対抗でゲーム
を行っていたことがあった。スタッフはもちろん、自分が誰の担当であるかを意
識しているが、通室生も自分の担当スタッフをしっかりと認識し、信頼し、適切
な依存性を示していることが見て取れる。
このような関係性を構築できるのは、通室生 1人に対して、スタッフ 1人を
担当としてつけるというメンター制を採用しているからであると考えられる。教
育支援センターやフリースクールでも、1対 1という通室生―スタッフの対応関
係はつくっておらず、“クラスの担任”という認識はあっても、“○○君の担当”
という認識はないと思われる。心理臨床センターやカウンセリングルームの場合
は、1対 1であったとしても、そこにプレイセラピーを除き、“遊び”はなく、
一緒にいる時間も 50分程度と短い。6時間という長い時間、複数の通室生と複
数のスタッフがともに時間を過ごすなかで、通室生と担当スタッフとの間には、
ナナメの関係としての信頼感が生じる。不登校児童・生徒は、それぞれに何らか
の困難を抱えているが、その困難を解決・克服する基本は、他者に対する信頼感
であり、1対 1というメンター制が、その信頼感形成に役立っているのである。
2──適応支援室「いぐお～る」の社会的意義
前節で述べたように、適応支援室「いぐお～る」の活動内容は、教育支援セン
ターやフリースクール、カウンセリングルームとは異なったものである。このよ
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うな特徴をもつ適応支援室「いぐお～る」を大学内に開設することの意義につい
て、本節では論じる。
（1）地域の中の大学としての存在意義
現在、大学には、地域連携や地域への貢献が求められている。適応支援室「い
ぐお～る」を和光大学内に設置することは、大学に地域への貢献を求めるこのよ
うな社会的潮流と合致したものであると考えられる。この地域への貢献について、
詳細に論じていきたい。
和光大学は、東京都町田市と神奈川県川崎市とにまたがる形でおかれているが、
大学本部が町田市内にあるため、所在地は町田市となる。そこで、適応支援室
「いぐお～る」の広報・募集も、主に町田市、特に、和光大学近隣の鶴川地域に
焦点化して行っている。この鶴川地域には、7つの公立小学校と 5つの公立中学
校がおかれている。ちなみに、町田市全体では、公立小学校が 42校、公立中学
校が 20校ある。ここに 23,020 名の児童と、10,576 名の生徒が通学している
（2014 年 5月時点）。町田市の 2012 年度の不登校児童数は 105 名、不登校生徒数
は 314 名とされている（町田市, 2014）。
それに対し、不登校児童・生徒の対応をしている公的機関は、教育センター内
にある小・中学生別の適応指導教室（小学生向けが「けやき教室」、中学生向けが
「くすのき教室」）と、町田第三中学校内に設置されている相談学級である。この
うち、「けやき教室」は、不登校児童に対し学校復帰・教室復帰を目指して支援
を行うために 2003 年に設置されたが、2012 年度の利用児童（受け入れ児童）は、
12名であった（町田市教育委員会, 2013）。2013 年 6月には、中学生向けの「くす
のき教室」が開設されている。公的な資料からは、「くすのき教室」の 2013 年
度の利用生徒（受け入れ生徒）数は把握できなかったが、規模から考えて、「けや
き教室」と同程度であると推測される。また、町田第三中学校に設置されている
相談学級も、利用実数は公表されていないが、常にいっぱいで、新規の受け入れ
は困難であると言われている。つまり、公的機関で受け入れ可能な不登校児童・
生徒数は、それぞれ 20～30名程度であると推測され、実際の数にはまったく足
りていないのである。
また、物理的な問題も存在する。教育センターも町田第三中学校も、最寄り駅
は JR横浜線・古淵駅であり、鶴川地域の不登校児童・生徒が定期的に通室する
には、車でも 30～40分かかり、遠い。そのため、鶴川地域から公共交通機関を
利用して通室することは、不登校児童・生徒には困難であり、車で送り迎えなど
をする保護者にとっても、時間的・労力的な負担は大きい状態にある。
これらの点を考慮すると、鶴川地域において、不登校児童・生徒を受け入れる
施設・機関が必要であることは容易に想像できるが、公的な機関が設置される予
定は現在のところない。和光大学であれば、鶴川地域の不登校児童・生徒やその
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保護者が通室する負担は、教育センターなどに比べて、小さくなる。実際、徒歩
や自転車で通室している通室生もいる。このように、公的機関では新規に設置が
困難な不登校児童・生徒を受け入れる施設を、既存の大学施設・教室を利用して
開設することができる点は、大学だからこそできる地域貢献の在り方であると考
える。
（2）経済的な負担の低減
適応指導教室「けやき教室」や「くすのき教室」、町田第三中学校に設置され
ている相談学級に通う際には、原則無料となっている。しかし、前述のように、
不登校児童・生徒数に対する受け入れ可能人数の少なさによる通室可能性の低さ
や、物理的な距離の問題から、なかなか通室に至らないという現状がある。
それに対し、別な選択肢として、民間のフリースクールやカウンセリングルー
ムなどが存在するが、これらは有料である。例えば、フリースクールであれば、
月額 30,000 円から 50,000 円ほどの授業料が求められ、カウンセリングルームで
は、1回（40分から 50 分）で 3,000 円から 5,000 円ほどの料金がかかる。もちろ
ん、利用の仕方を工夫すれば、もう少し低額で抑えることも可能であろうが、そ
れでは、効果的な支援にならない可能性もある。フリースクールやカウンセリン
グルームで、ある程度の効果（何をもって効果があるとするかは個々によるが）を得
ようとするのであれば、それ相応の金額が必要となり、保護者にとっては大きな
経済的負担となる。
適応支援室「いぐお～る」は、現在、食費などの実費以外の費用を受け取って
いない。適応支援室「いぐお～る」の運営にかかる人件費や物品購入費は、現在
のところ、和光大学総合文化研究所の研究プロジェクト研究助成で賄っており、
また、スタッフの多くは、ボランティアである。経済的な負担が生じることなく、
不登校である子どもを安心して通わせることができる場所があるということは、
不登校児童・生徒をもつ保護者にとっては、不安材料が減り、通室を促進する効
果があると考えられる。教室という既存の施設があり、学生をボランティアでス
タッフとして活用することができるため、費用を受け取ることなく運営すること
ができ、この点が、大学内に不登校支援施設を置く意義あるいはメリットのひと
つであると考える。
（3）学生の教育的効果
大学内に不適応支援施設を置く最大のメリットは、学生というマンパワーを活
用できる点にあると考えている。大学内であるため、午前中は授業が入っている
が、午後は空いている学生は、午後だけ不登校支援に関わることができ、またそ
の逆もあり得る。しかも、不登校支援の経験が大学内でできるということで、ボ
ランティアで参加してくれる学生も多く、実際、現在、スタッフとして活動して
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いる学生の多くが、ボランティアである。それは、学生本人にとっても、適応支
援室「いぐお～る」での活動に意味があるからである。
筆者が所属する心理教育学科には、将来教師など、子どもの教育に関わりたい
という学生や、臨床心理士などの資格を取り、スクールカウンセラーのような子
どもの心理的援助・支援を行いたいという学生が、多く存在している。そのよう
な学生たちは、教育や心理学に関する講義・実習を履修していくが、実際に経験
してみないとわからないことは数多くある。不登校児童・生徒の援助・支援を講
義で学んでも、実際の不登校児童・生徒は一人ひとり特徴や個性があるため、講
義で習うような一般的な対応ではうまくいかないことも多い。また、近年、不登
校の背景としてあげられることが多い発達障がいについても、講義で学んだだけ
では、十分に理解できず、継続的に関わってはじめて、発達障がいの特徴や継時
的な変化、またそれに対する適切な対応が身に付くのである。
適応支援室「いぐお～る」でスタッフをしている学生はみな、将来、大学院に
進学し、心理援助職に就くことを希望している学生である。彼らにとって適応支
援室「いぐお～る」は、理論・知識と実践・経験を融合させる場である。また、
気力がない、対人関係で苦戦している、発達障がいをもつなど、様々な理由で不
登校になり、適応支援室「いぐお～る」に通室している通室生たちと、長い期間、
一緒に活動することは、将来、心理援助職に就こうとする学生たちにとって、非
常に価値ある時間であり、心理援助職の難しさや楽しさを学ぶ機会となっている。
大学内で開設・運営している以上、通室生やその保護者だけではなく、学生に
とっても意義ある活動でなければ、学生は参加してくれない。その点で、適応支
援室「いぐお～る」での活動は、スタッフをしている学生自身も成長させ、多く
のことを学ぶ機会となっていると考える。
3──適応支援室「いぐお～る」の課題
前節で論じたように、適応支援室「いぐお～る」を和光大学内で開設すること
には、地域貢献という社会的意義、保護者の経済的負担の軽減、学生の教育的効
果という意義があると考えられる。一方、大学内に開設することによる課題・問
題などもある。本節では、これら課題・問題を指摘し、今後に向けた方向性を示
していく。
（1）物理的な限界・制限
大学内に不登校支援施設を設置・開設することは、既存の建物をそのまま使え、
かつ賃借料などがかからないというメリットがある。一方、基本的に教室を利用
しているため、9時 30分から 15時 30分までの間、授業が行われていない教室
を利用しなければならない。現在利用している C202 教室・C203 教室・C204 教
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室は、授業での利用頻度が少ないため、適応支援室「いぐお～る」の活動に用い
ることができている。それでも、小学校高学年から中学生の通室生と、それとほ
ぼ同数のスタッフが、動いたり、くつろいだりして過ごすには、ある程度のスペ
ースが必要である。また、前述のように、町田市の公的な不登校支援が手薄であ
ることから、不登校支援に対するニーズは多く、実際、開設 2年目を迎えた
2014 年度には、開設初年度の 2013 年度以上に、問い合わせが多くなっている。
しかし、それらのニーズをすべて受け入れていては、活動スペースが狭くなり、
充分な支援が困難になる。かといって、新たな活動スペースとなる教室を確保す
ることは難しく、結局、ある程度の人数で受け入れをとめなければならない状況
となってしまう。
大学の外にそのようなスペースを求めれば、この問題を解決することができる
が、それによって生じる賃借料などの経済的問題や、大学内で行っているという
学生スタッフにとっての物理的メリットの低減が起き、単純には解決できない問
題である。
また、スタッフは大学生や大学院生であり、不登校支援の専門家ではない。そ
のため、原則として、適応支援室「いぐお～る」を開室中は、筆者が、事務室
（C203 教室）に常駐しているか、少なくとも大学内にいるようにしており、緊急
の事態が起こった場合でも、迅速に対応できるようにしている。しかし、筆者は
大学教員であるため、講義・会議などもあるため、いつでも開室することができ
ず、現在は、毎週火曜日のみの開室となっている。不登校支援の専門家を雇用す
ることができれば、開室日を増やすこともできるが、それには人件費が生じてし
まう。
これらの問題は一見、経済的な問題であるかのようにみえるが、実際は、大学
内に不登校支援施設を開設することのメリット/デメリットに関する問題であり、
大学あるいは外部（地方自治体や民間の助成など）からの経済的支援・援助があれ
ば解決するという問題ではない。既存の教室を利用するということは、もともと
不登校支援を目的としてはいない教室を利用するということであり、そこにメリ
ットが生じることもあれば、デメリットが生じるのも、致し方ないことである。
（2）学校・地域との連携
町田市には、現在、小学生で約 100 名、中学生で約 300 名の不登校児童・生
徒がおり、鶴川地域に限定しても、それぞれ数十名程度の不登校児童・生徒がい
ることが推測される。このような不登校児童・生徒に対し、学校側が教育センタ
ーや相談学級とともに、適応支援室「いぐお～る」を紹介し、それにより、通室
あるいは相談につながれば、自宅にこもりっきりになることを回避したり、学校
へ行くきっかけとなる可能性もある。しかし、現状では、そのようなつながりを
もてていない。
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その理由は、学校や小・中学校教員における適応支援室「いぐお～る」の認知
度の低さ（宣伝不足）も理由としてあげられるが、それ以上の要因となっている
のは、学校復帰・教室復帰を目指していないこと、勉強を積極的に教えておらず、
出席にもならないこと、教育委員会からの認定・公認などを受けていないことな
どが考えられる。学校復帰・教室復帰を目指さないことや、勉強を積極的に教え
ないことは、適応支援室「いぐお～る」の活動の特徴に関わる点であり、変える
こと・譲ることのできない点である。しかし、学校側が不登校児童・生徒の保護
者に紹介する際に、これらの点は大きな障壁となっていると推測される。また、
紹介された保護者としても、勉強も教えない、出席にもならないところに、なか
なか進んで子どもを通室させようという気にはならないであろう。
このような活動の方針をとっているため、教育委員会からの認定・公認を得る
ことも、また、適応支援室「いぐお～る」への通室を在籍校の出席になるよう認
めてもらうことも、極めて難しい状態にある。これらの問題も、また解決しがた
い問題ではあるが、適応支援室「いぐお～る」の活動を継続し、学校側の認知度
を高めるとともに、実績をつくっていくことで、学校あるいは教育委員会との連
携が模索できると考えている。
なお、現在、適応支援室「いぐお～る」に通室している通室生の保護者には、
事前面談の際に、学校復帰・教室復帰を目指していないことや、勉強を積極的に
教えるようなことはしないこと、学校の出席にはならないことなどは伝え、了解
を得ている。
（3）スタッフとしての学生
適応支援室「いぐお～る」の特徴であり最大の強みは、大学生をスタッフとし
て活用できる点にある。教育支援センターなど公的な機関では、主に教師や教師
経験者（退職教師など）がスタッフとなっているため、学校における教師―生徒
というタテの関係から離れた不登校児童・生徒は、教育支援センターで再びタテ
の関係にさらされることになる。それに対し、適応支援室「いぐお～る」では、
大学生というナナメの関係性を活かすことにより、通室生に不安やプレッシャー
をかけることなく、気楽なコミュニケーションができている。
一方で、学生である以上、不登校支援の専門家ではない。もちろん、不登校支
援には、ある程度の基礎知識が必要であるため、適応支援室「いぐお～る」のス
タッフは、大学 3年生の後期以降とし、通室生の担当になれるのは 4年生から
としている。スタッフは事前に、講義などで不登校について学んでいたり、スタ
ッフ本人が不登校経験者であることもあるが、不登校支援については、あくまで
素人である。そのため、通室生に対して適切ではない対応や配慮を欠いた対応を
したり、ある場面でどのような対応をすればよいか苦慮することもある。このよ
うな経験が、学生にとっては成長のきっかけとなることもあるが、通室生にとっ
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ては不快な経験となり、通室をしなくなる可能性もある（幸い、そのようなケース
は現時点ではみられないが）。知識と経験を融合させ、よりよい対応・不登校支援
をしていくためのスタッフ教育・育成プログラムが、今後は必要であると考える。
また、通室生の担当になれるのは 4年生になってからであるため、1年間しか
通室生の担当をもてないことになる。しかし、通室生は複数年通室することもあ
り得るため、年度が替わるごとに担当が替わることになる。適応支援室「いぐお
～る」では、3年生の後期から、希望する学生を新人スタッフとして迎え入れ、
数か月かけて通室生と関わり、その関わりの中から、適当な通室生の担当になる
ことを決め、新年度をもって、担当が替わる流れをとっている。しかし、前述の
とおり、通室生と担当スタッフは、非常に親密な関係性を構築する傾向にあり、
そこに新たなスタッフが入り込むのは難しく、担当が替わる際には、通室生の不
安や戸惑いが生じる可能性もあり、相当な配慮を必要とする。
現在、小学 5年生から受け入れているため、中学校卒業まで、最長 5年間通
室する可能性がある。この間、最初の担当からはじまり 4回の担当替えが生じる
ことは、長期的な不登校支援を行うには、適切な対応であるとは言い難い。一方
で、特定のスタッフとのみ親密な関係性を構築し、他の通室生やスタッフとの関
わりが希薄になってしまうことは、「自宅から出て、家族以外と話す機会をもっ
てもらいたい」という適応支援室「いぐお～る」の狙いとは外れてしまい、その
ような他の通室生やスタッフとの関わりの希薄さを生じさせないためには、年度
ごとの担当替えは、よいきっかけにもなるとも考えられる。
重要なのは、スタッフが替わるまでの移行期間の設置と、その期間での通室生
への説明、新スタッフとの新たな関係の構築を行っていくことであると考える。
公的機関やフリースクールなどのように専従スタッフが長期的な支援をしている
場とは違うため、年度によるスタッフ交代をも、通室生の成長のきっかけにして
いくことが肝要であると考える。
──おわりに
適応支援室「いぐお～る」は、2013 年 4月に開設したばかりで、まだ 2年し
か経っていない。実績と言えるものは特になく、毎週毎週、手探りで不登校児
童・生徒とスタッフが関わっている状態である。それでも、最初、あまり会話が
できなかった通室生と、徐々に会話が弾むようになり、無気力だった通室生が、
少しずつ勉強道具を持参し、数十分勉強をしたり、食堂でおいしそうにご飯を食
べている姿をみていると、適応支援室「いぐお～る」を設置したことの意義や、
スタッフの関わりの効果を、感じることができる。
適応支援室「いぐお～る」がもつ課題は多く、またいずれも容易に解決ができ
るものではないが、通室生の明るい表情や日々の変化や成長を今後も見続けてい
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くために、少しずつ改善をしていく必要があると考える。
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